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文書質問書 

 
 四日市市議会基本条例第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり質問いたします。 
 
質問者氏名 加藤 清助 

所管部局 商工農水部（工業振興課） 

 
【件名及び質問の要旨】 
※内容は、一般質問として行う内容に相当する程度とし、その趣旨が理解できるよう具

体的に記載する。 

受付番号 平成２５年 第 ３ 号 

受付日 平成２５年 ４月２５日 

送付日 平成２５年 ４月２５日 

答弁受理日 平成  年  月  日 



 
 

文書質問 
                     ２０１３年４月２５日 
 
企業立地奨励金及び東芝新棟進出にかかる中村地区緑地公園整備用地について 
                                        

市議会議員 加藤清助 
 

平成２５年２月定例月議会・予算常任委員会産業生活分科会報告に、企業立地
奨励金事業に関する質疑答弁が報告されている。 
私は、本年３月２２日本会議における討論でも表明しましたが 
この奨励金交付は条例に謳われた目的、すなわち、 
「本市における既存企業の新規設備投資や新規産業の立地促進とともに、就労 
の場を確保し、本市の産業経済の振興と市民生活の安定に寄与すること」と 
していますが、奨励金交付指定申請、交付申請、交付決定を見ると、 
第１に、条例の目的にそぐうものなのか、 
第 2に、交付申請者の資格要件に関する疑問 
第 3に、交付にかかる効果検証への疑問 
はぬぐえず、以下、文書質問をおこなうものです。 
 
また、東芝新棟（５棟）進出に係る中村地区緑地公園整備について、あわせて
文書質問します。 
 
１． 企業立地奨励金について 
 

① 条例の目的にある「就労の場を確保」について 
 
指定申請書に従業員数も記載のないのに指定決定が行われている（Flash 
Alliance ２００７年１２月２０日指定申請） 
 
指定申請者は主事業者も従事業者も東京に住所を置くもので、申請書に
記載された従業員数はわずか１人、連絡先は東京、（ＭＣ川尻エネルギー、
ＭＣ塩浜エネルギーサービス ２００７年５月１５日指定申請） 
 
指定申請者は、三菱商事１００％出資会社で、指定事業所には従業員ゼ
ロ、連絡先は東京、指定施設の管理運営は別会社がおこなっている。（Ｍ
ＣＪエネルギーサービス ２０１２年奨励金交付申請） 



 
 

などがありました。 
 
指定可否決定通知書に、指定の条件として「雇用の確保に努めこの指定
に係る雇用状況を報告すること」としているが、担当課に尋ねたところ、
「奨励金交付申請書」に記載された従業員数をもって「報告」があった
と認識している、とのことであった。 
では、交付申請書に記載された「従業員数」はどのように検証されてき
ているのか？お尋ねします。 
申請書に記載がある「報告」を鵜呑みにしているだけか？ 
 
前述の予算常任委員会産業生活分科会における理事者答弁「エネルギー
部門を運用していく際に発生する委託事業などで新たな雇用が生まれる
ものと考えている」 
「申請書にどれだけの雇用が生まれるのかを記載いただいているが、新
規雇用者数については、奨励金の交付要件とはなっていない」と答えて
いるが、先に示した「雇用状況を報告すること」の指定条件と交付要件
の違いは何か？ 
 
前述の分科会報告には「委員からは条例の目的に雇用の場の確保とある
ため、目的に沿った形で奨励事業を推進するよう見直しを行うべき」と
の意見に対し、理事者からは「条例の期間が平成２７年度までとなって
いるため、指摘されたことを踏まえ、見直しにむけて検討したい」との
答弁があるが、条例の期間中に申請があり指定事業者になった場合、 
５年間にわたって固定資産税の２分の一に相当する額を、税の完納後に
奨励金交付する規定は、条例の附則に「この条例は平成２７年３月３１
日限りその効力を失う。ただし、この条例の執行前に指定を受けた施設
等に係る奨励措置については、この条例は、なおその効力を有する」と
しており、かりに平成２７年度条例廃止後もなお施行前の指定に対し最
大５年間奨励措置が継続する、つまり現行条例の最大交付期限は平成３
２年まで続くことになるのではないか。 
 
前述の答弁「条例の期間が平成２７年度までとなっているため、指摘さ
れたことを踏まえ、見直しにむけて検討したい」とは 
何を、いつまでに見直しに向けて検討するのか？ 
Flash Allianceの交付申請書に記載されている従業員数 
９２２人の雇用形態は検証確認されていますか。 



 
 

かねてより、東芝四日市工場には派遣労働も多いと聞きますが 
同様に、FlashAlliance社の平成２１年１０月、指定申請書に記載の従業
員数１８０人、うち新規雇用５０人及び、同社の平成２４年３月交付申
請書記載の対象従業員数３４５人等の検証、確認はどうなされているの
か？ 
 
② 指定要件 
２００７年５月１５日付け指定申請書では、主事業者も従事業者も東京
を住所とする者（主申請者：ＭＣ川尻エネルギーサービス株式会社、従
申請者 三菱ＵＦＪリース株式会社）がありますが 
 
条例、第３条 奨励の措置の対象（２）事業者が市税を滞納していない
こと、としているように、市内に住所を置き市税納付を前提としている
のではないのか。 
申請者が市内に住所を置かなくとも奨励金交付決定とするのは条例のど
こに定義されるものなのか？ 

 
   市内に住所を置かない申請事業者に奨励金交付措置を講じることがなぜ、

本市の産業経済の振興と市民生活の安定に資することになるのか。 
   もし、そうだとすると本市の産業経済は市内循環ではなく、外部の資金 

力に依存して本市の産業経済の振興を図ることが本市の産業政策のスタ
ンスなのか。 
また、市内産業に連関効果があるというのなら その産業連関分析は行わ
れているのか 

 
 

③ 監査の所見に対する措置報告に関連して 
これまでも企業立地奨励金については平成２１年定期監査報告に「多額
の奨励金を交付しているが、それがいかに効果的に使われているかにつ
いて検証を行うとともに、四日市の産業として定着する開発になってい
るのかについて検証すること、検証方法のマニュアルも検討されたい。
現在は大企業のための制度になっているように思われるので、もっと地
場に根付いた中小企業の活動を活性化するための奨励金制度についても
再度徹底的に検証を期待する」 
に対し、平成２２年５月措置報告には「両制度（企業立地奨励金・民間
研究所立地奨励金）に関するアンケート調査を市内主要企業に対して実



 
 

施し、効果等について検証を行いました。今後もより良い検証方法につ
いて検討を行っていきます」 
とあるが 
アンケート調査によってどんな検証ができたのかと思い、監査報告に対
する措置報告にあるアンケート調査結果・効果の検証を行った文書の行
政情報開示請求をおこなったところ、開示されたのはアンケート調査票
と集計結果のみであり、一片の考察、効果検証の文書が存在しないこと
が判明しました。 
どんなアンケート調査にも、目的があり、アンケートの回答、集計をも
とに考察、分析、検証を行うことは常識であるが、監査報告に対して措
置報告で「アンケート調査を市内主要企業に対して実施し、効果等につ
いて検証を行いました。今後もより良い検証方法について検討を行って
いきます」というのは「やってもいないことをやったと」言う虚偽報告
であると指摘するが見解を求めます。 
加えて平成２３年定期監査においても企業に対する補助金及び民間研究
所立地奨励金についても「改善事項」として監査所見があることを付け
加えておきます。 
 
ちなみにこのアンケート集計には、回答企業３７社中、条例の利用３０
社は、 
「企業立地促進条例の効果」の設問に対し、 
・「条例により投資を決定した」・・・・・１社 
・「条例により検討地候補となった」・・・７社 
・「投資に影響なかったが今後の投資には必要」１９社 
・「投資と無関係」         ……３社 
この回答をうけて、これまで通算５５億円を超える奨励金交付が、企業
立地投資の決め手はおろか、インセンテイブになっているとは言い難い
結果であると認識するが見解を求めます。 
 
奨励金交付にあたっての指定申請書をみると 
Flash Forward 合同会社の場合、資本金１０００万円、従業員数記載な
し、Flash Alliance有限会社の場合、資本金２５０億３００万円、従業員
数ゼロ（平成２１年）、Flash Alliance資本金１５０億３００万円、従業
員数記載なし（平成１９年）となっています。 
前者の場合、資本金１０００万円の会社が３３６億９７９１万円の投資
を行っていますが、前者も後者もペーパーカンパニーであると言える。 



 
 

また、ＭＣＪエネルギーサービスは、奨励金交付申請書等にあるように
連絡先は東京で、四日市市内事業所に従業員はゼロと申請しているが、
可否決定の条件には「雇用の確保に努め、この指定に係る雇用状況を報
告すること」を指定条件としている。これらは、四日市市に実体のない
ペーパーカンパニーで、条例の目的を逸脱した奨励金交付であると指摘
するが見解を求めます。 
 
④ 東芝新棟と奨励金交付について 
東芝５棟の進出をめぐって、四日市市は特例中の特例だと言って、不要
不急の土地を東芝に肩代わりして約３億円で購入した経緯がある。 
平成２０年当時、行政は議会に対して向こう６年間にわたって約２２０
億円の税収及び１２００人の新たな雇用が生まれるなどの説明を行って
いた。 
四日市市は、３億円の不要不急の土地購入に加えて、当該企業に対し過
去立地奨励金を通算で約２０億円交付してきた。不要不急の土地購入と
奨励金交付という、いわば２重の税金投入と言える。 
 
ところが、平成２４年８月議会に示された追加資料では東芝新棟による
税収見込みは１２０億円と半減している。 
不要不急の土地購入の際は２２０億円の税収増をぶち上げ、土地購入後
は半分の税収増を示しているいい加減さに 行政の信頼度は下がること
はあっても上がることはない。 
行政が議会に示し説明した「税収増」「雇用創出」の数字の根拠はどこに
あったのか？ 
また、２２０億円から１２０億円の「修正」提示はどこに根拠を置き修
正したものなのか？ 
 
東芝新棟進出にあたって平成２０年度四日市市一般会計補正予算第一号
に計上された企業立地推進事業費の議決にあたり、議会は付帯決議を付
してこれを了とした経緯がある。 
その付帯決議には 
「株式会社東芝セミコンダクター社四日市工場の新棟建設による、税収、
雇用などの効果及び地域貢献を検証し、その結果を議会に対して報告す
ること」 
とある。 
 



 
 

すでに、新棟が稼働しているが、この議会付帯決議にある 
「税収、雇用などの効果及び地域貢献の検証、その結果」について 
平成２４年８月６日 予算常任委員会休会中所管事務調査資料「付帯決
議に係る対応状況」を議会に報告しているが、具体的なデータはなく、
客観的な検証、結果報告ではないと指摘するが見解を問う。 

 
２． 中村公園緑地のその後について 

前述の不要不急の土地に関して、四日市市は東芝との覚え書において
「本件土地を多目的に利用可能な緑地公園整備すること」を東芝と協定
し、地元自治会からの要望を受け、地元住民が利用できる緑地公園とし
て整備したと言ってきた。 
現在も、財産目録では行政財産でもなく普通財産「その他」として「中
村地区緑地公園整備用地」２９２７９㎡ 所管・工業振興課として記載
されたままである。 
ちなみに四日市市の公有財産で「その他」と区分されているのは本件だ
けである。 
 
平成２３年３月議会一般質問において、当該緑地公園が平成２２年７月
２２日、地元八郷地区連合自治会役員会において 市から整備完了説明
が行われ供用開始したがその後の利用状況はどうか、と尋ねたことがあ
る。 
答弁は「他の公園等と比べて利用はそれほど多くないと言うふうに理解
している」であった。 
 
市が整備完了後、平成２２年７月供用開始後、当該緑地「中村緑地公園」
の利用実態はどうなっていますか？ 
 
公有財産上、普通財産・その他のままになっているのは、緑地公園とし
て十分な整備が整っていないからですか？ 
 
財産管理上の不備を指摘した、平成２３年３月の一般質問で、私は、 
「当該土地は、地方自治法の規定する公有財産の所有の目的に応じて適
切な管理を図ることにそぐわない状況にあると言えるのではないかと思
います。 
 次に、この法の運用上の逐条解説によれば、公有財産の管理は首長の
権限であり、普通財産を行政財産とする、逆に、行政財産を普通財産と



 
 

することは、首長の権限に属する。また、法第 238 条の２、首長の総合
調整権には、公有財産の効率的運用を図るため、公有財産の取得または
管理について、その報告を求め、実施について調査し、またはその結果
に基づいて必要な措置を講ずべきことを求めることができるというふう
に解説がされております。 市長にお尋ねしたい。 
 これまで私は、るる当該地の取得に至る経緯及び当該公有財産が普通
財産区分その他という特例扱いになっていることを明らかにし、また、
冒頭に、利用状況は地元要望や議会の附帯決議に照らしてもかけ離れた
状況をお聞きになって、この首長の総合調整権、必要な措置を講じるこ
とができる規定にどう対応されますか。このまま特例のまま置いておく
のか、お考えをお聞かせください」 
に対し、市長は 
「今後、真剣に検討させていただきたいと思っております」と答弁され
ましたが、 
答弁後、何をどう検討されたのか、検討の結果をお尋ねいたします。 
 
あらためて問うが、当該土地の購入は、 
本来、民間企業が工場立地のために民間企業が地権者との交渉により 
確保すべきものであるにもかかわらず、四日市市は、一企業の土地取得
交渉に手を差し伸べ、特例中の特例だと言って「不要不急の土地」を肩
代わりして購入したことをお認めになりますか？ 
 
かつ、その際、この「不要不急の土地」を将来は工業用地にと言ったか
と思うと、地区住民が要望する緑地公園に活用する、などとの説明を行
った経緯がある。 
しかし、今もって、当該土地が不要不急の土地であることは、市が地元
住民の利用に供する緑地公園との位置づけを解しても、その説明がいか
にでたらめであったのかが検証されている。 
 
当該土地は財産管理上、「財産に関する調書」において、今もって普通財
産「その他」とされている。 
前述のように行政目的を謳いながら供用開始したと言っても、利用実態
においては、今もって利用の形跡を確認することはできていないまま普
通財産として管理しているに過ぎない。 
予算執行上の形跡は、当該土地の草刈りに毎年２００万円の支出がおこ
なわれていることでの普通財産・その他としての「緑地公園管理」でし



 
 

かなく、東芝との覚え書・協定及び地元自治会からの要望をうけてとい
うのは、不要不急の土地購入を取り繕うための方便でしかなかったと指
摘するが見解を求めます。 
 
行政は、市民議会に対する誠実な説明責任を果たさなければならない。 
その場しのぎの対応はさらなる不信を生み出す。 
 
縷々、指摘した経緯と実態に対して、当該土地購入取得の当初説明との
整合性は見いだせず、 
かつ、税収効果、雇用効果においても、土地取得のために取り繕った 
根拠のない説明であったことが明らかになる中で、行政はあらためて市
民・議会に対して、責任の所在と今後について説明責任を果たさなけれ
ばならないと指摘するが見解はいかがか問う。 
 


